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キーワードのひとつとも言えるのが新興国ないし新興経済である。経済改革を続けてき 途上国 なかから、とくに今世紀に入っ めざましい経済成長を遂げる国々があらわれた。 安定成長の段階に入っていた先進国経済 、リーマン・ショックに象徴される金融危機とこれに伴う経済不況で呻吟する一方、新興国がいち早く高成長を回復させたこともま 、こ ら諸国
の存在感を強く印象づけることになった。　
新興国の代名詞ともなっている



























































年以降とみられている（参考文献①） 。この年に始まった国際石油価格の上昇が一大要因であ ことは間違いないが、経済政策面では同年一月の変動相場制移行 よる為替調整が及ぼした効果も強調されている。実質的な為替切り下げは国内製造業による輸出を有利にしたばかりでなく、基幹産業である観光部門からの収入なども名目的に押し上げられた。市場へのマネーの流入が、卸売・小売といった国内流通を活気づかせたことは容易に想像できる。消費拡大の引き金がひかれたのも、この時点であったと推測できる。　
かくして二〇〇三年にＧＤＰ成
長率を四％台 乗せ ち エジプト経済は成長を持続するのだが、これを支えた条件は何であったか。経済政策の枠組としては、二〇〇二年に第五次五カ年計画が公表され、同じ年に期間二〇年の長期開発ビジョンが発動されている。これら中長期計画は持続的成長
安定的な社会発展を目指したものであり、とりわけ五カ年計画には、第四次の実績をふまえて、経済成長率、失業率 貧困率といった達成目標が盛られていた。一九九〇年代後半以降、エジプト政府は貧困削減、所得向上、生活の質の改善をめざした民間部門主導の経済活動を推進してきており、ＩＭＦ・世銀による経済構造調整との整合性も高い。ただし、五カ年計画や長期開発ビジョンが経済政策のすべてというわけではなく それらを担う政府の役割 こそ注目 なければならな 。　
エジプト経済の成長持続に寄与





















下落は、 ナイジェリア にダメージを与えると思われていた。二〇〇九年の成長率について、ＩＭＦは三％を切る水準 まで落ち込むとの見通し 示していたものの、石油価格の上昇とともに経済はめざましい回復を見せた。表
2にあ
るとおり、暫定値ながらもＧＤＰ成長率は七％をにらむ水準 なりこの高成長は二〇一〇年 半期まで継続している（ただし速報値） 。九月初めにＢＢＣをはじめとする
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原油部門を上回る数値を記録していることにも注目しておきたい。一八％という数値は、二〇〇〇年以降でも極めて高い水準と言える。石油価格の高騰で外貨収入が増大し、輸入にドライブがかかっていることも事実である。しかし、ナイジェリア経済の潜在力を生 す上では、卸売・小売部門 ともに、サービス部門が成長することが不可欠であり、経済成長にも寄与することになる。それを下支えする電気通信などのインフラ部門が成長していることも良い兆候と言えるであろう。　
もう一点、寄与率として二％に












由のひとつは、そ 属性として重要な消費市場としての側面が弱 、もしくは見えづらいところにあるのではないだろうか。依然として低所得国が少 くないアフリカ諸国では、新興国のキー概念である中間層といったものが同定しにくい。携帯電話市場の急速な拡大が示唆するような、消費の爆発が把握しづらいのである。人びと 欲求が経済の姿をどのように変えたのか、あるいは変えてゆくのか。こ
の問いに答えるためには、もうしばらく各国を観察する必要がありそうである。　
一点、指摘しておきたいのは、
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アフリカの「新興国」
